
  

第二部    各 論
六   労使関係
(一)   概 観

一 戦後急増したわが国労働組合組繊は,二四年三月を頂点として爾後三年間減少をつづけたが,二七年わず
かながら増加に転じ,以後ひきつづき増加して,二八年六月より二九年六月までに組合数一,三二七組合,組
合員数一四万人の増加となつた。これは一方において石炭鉱業,紡織業などで雇用の減少にもとづく組合
員の減少があつたにもかかわらず,他方,公務,通信業,建設業,教育,化学工業,金融・保険業などの産業および
中小企業で,新規設立あるいは雇用量の増加にもとづく組合員数の増加があつたためと考えられる。しか
し,二八年六月より二九年六月までの雇用の増加は主として組織化のおくれているような部門で実現され
たため,組合員数の増加があつたにもかかわらず全雇用労働者に対する推定組織率は三九・六%となつて
二八年より一・三ポイント低下した。

二 しかしながら全般的には設立,解散いずれも例年より少なく,前年にひきつづいて単位組合の組織は固定
化の傾向が強まつたものと思われる。また労働協約の締結率,適用率もいずれも二八年より約二ポイント
上廻り,二五年を底としてわずかずつではあるが,ひきつづき伸びている。

三 主要な連合団体の組織では,総評が組合員数約三〇〇万人で全組織労働者の過半を占め,あらたに結成さ
れた全労会議は組合員数約六〇万人であり,また産別,新産別の組合員数はそれぞれ一万三千人,四万一千人
で前年とほぼ同数であつた。このほか以上の組織に加入しない全国組合の組合員数は九四万人であつ
た。

四 つぎに二九年中の労働争議をみると,民間の全国組合では前年に比して大争議に発展したものは少なく,
官公労あるいは従来争議の発生の少なかつた分野の争議が目立つた。また争議件数としては,争議行為を
伴つたものおよび作業停止労働争議は二四年以来の最高となつた。さらに参加人員の規模別にみると,参
加人員の少ない争議が増加している。

五 以上のような状況をうけて,争議参加人員は全般的に減少しているが,超勤拒否,遵法斗争などの戦術を
とつた官公労の斗争を反映して,同盟怠業の参加人員だけは増加している。

このように,参加人員の少ない争議や官公労の遵法斗争,定時退庁などが二九年争議に大きな割合を占めて
いたため,作業停止労働争議によつてもたらされた労働損失日数は大巾に減少した。しかしその反面,工場
閉鎖による損失日数は尼鋼,日鋼室蘭,近江絹糸など大規模の工場閉鎖があつたため戦後最高となり,全損失
日数の三一%に達した。

六 なお,本年発生した争議の要求事項をみると,賃金増額,臨時給与金要求等の積極的要求が減少し,解雇反
対,賃金定期支払等の消極的要求が増加したが,ドツジ・ライン当時の二四～二五年にくらべると積極的要
求の割合はかなり高い。
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第二部    各 論
六   労使関係
(二)   労働組合組織の現状
(1)   労働組合の組織状況

七 二九年六月末現在において単位労働組合数は三一,四五六組合,組合員数は五九九万人で,二八年同期よ
りそれぞれ一,三二七組合,一四万人の増加であるが,しかしわが国労働組合組織の最高と推定された二四年
三月とくらべれば,五,〇二六組合,九二万人ほど低い組織状況にある(第一八二表,および第四四図参照)。

(注) 労働組合設立解散統計によつてわが国労働組合の組合数組合員数がもつとも多かつたと考えられる
二四年三月は単位組合数三六,四八二組合,組合員数六九一万人である。

八 なお組合員数の増加要因別にみると,一方において企業合理化,操短等に伴う人員整理のため石炭鉱業及
び紡織業などで約九万人の組合員数の減少があつたにもかかわらずこのように組合員数の増加をみたの
は,公務,通信業,建設業などにおける主として新規設立による増加や,教育,化学工業,金融・保険業などにお
ける主として雇用増加による増加,および数においては少ないが中小企業における組合員数の増加等があ
つたためである。

九 このような組合員数の増加があつたにもかかわらず,それにも増して雇用の増大が労働組合組織化のお
くれている流通部門や生産部門の零細経営において行われたため,二八年四〇・九%であつた推定組織率
は二九年三九・六%とむしろ後退している。

第182表 単位労働組合数及び組合員数
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第44図 雇用者数及び組織労働者数

一〇 さらにまた,上記のごとく中小企業における組合員数の増加が若干みられたが,これは全雇用者数の割
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合からみればごくわずかなもので,したがつて組合組織は依然として大規模事業所が大部分で小規模事業
所においてはほとんどが未組織の状態にある。
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第二部    各 論
六   労使関係
(二)   労働組合組織の現状
(2)   設立及び解散状況

一一 二九年における単位組合の動きとしては,1)二八年における組合員数一二万人の増加は主として設立
組合が解散組合を上廻つたためにもたらされたのに対して,二九年における一四万人の増加は設立組合の
解散組合を上廻る七万人と既設組合における加入増加によつてもたらされたものであること,2)設立,解散
両面においてその組合数,組合員数とも例年になく少なく,したがつて組織の動きが緩漫であつたこと,など
が注目され,単位組合においては前年にひきつづきさらに組織固定化傾向が強まつたものと思われる。

第183表 産業別年間設立組合数及び組合員数

第184表 年別解散組合の総組合数に対する割合
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一二 二八年七月より二九年六月末までの間において解散した組合数は二,五五一組合で,経済安定計画のあ
おりを受けて大量の解散組合を出した二四～二五年よりも少なく,二三年以来最少であつた二八年とほぼ
同数で前年の総組合数に対する割合においては二三年以来の最低であつた。

解散理由別に解散組合数をみると,組織変更による八六三(三三・六%)がもつとも多いが,この理由による
解散は設立に見合うもので実質的解散とは異なるものである。つぎに事業の休廃または縮少によるもの
六〇〇(二三・五%)はほぼ二八年と同数で依然として多い。自然消滅によるもの及び組合無用論によるも
のは,それぞれ四〇九(一六・〇%)及び一二一 (四・七%)で年年減少している。

一三 一方設立状況をみると,二八年七月より二九年六月末までの一カ年間における設立数は三,〇五一組
合,組合員数二七万人で,組合員数では二八年に比較して二〇万人も少なかつた。

設立理由別では,上記解散理由別の組織変更に対応する組織変更による設立八八四(二九・〇%)を除いて考
えると,新規設立組合が一,九四三組合(六三・八%)一五万人でもつとも多く,産業別には製造業,運輸通信そ
の他の公益事業,サービス業に多くみられている。
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第二部    各 論
六   労使関係
(二)   労働組合組織の現状
(3)   組織労働者の分布

一四 二九年六月末における組織労働者の産業別分布をみると,製造業がもつとも多く一九二万人(全組織労
働者数に対する割合三二・一%)で,運輸通信及びその他の公益事業一四一万人(二三・六%)がこれに次い
でいる(第一八七表参照)。

製造業のうちでは,紡織三八万(六・四%),化学工業二六万(四・四%),第一次金属二二万(三・六%),輸送用機
械器具二一万(三・五%)が主なものとなつているが,製造業全体としての組織率は三八・六%であまり高く
ない。

これに対し産業大分類で組織率のもつとも高いのは運輸通信その他の公益事業の七七・〇%(前年八〇・
一%)で,鉱業の七五・〇%(同七七・六%)がこれにつぎ,組織率の低いものは農業一一・二%(同一〇・
二%),卸売小売,金融保険及び不動産業一八・〇%(同一八・八%)である。

なお,組織率を二八年とくらべると,サービス業,漁業,農業を除いてはいずれも低下しているが,これは前記
のとおり組織化のおくている産業部門,とくに小規模事業所の多い産業において雇用の伸長がみられたた
めと思われる(第四五図,第一八六表及び第一八七表参照)。

第185表 解散理由別解散組合数及び組合員数
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第186表 産業別推定組織率

第187表 産業別単位労働組合数及び組合員数
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第45図 産業別雇用者数及び組織労働者数

昭和29年 労働経済の分析



一五 組織状況を組合員数の規模別分布によつてみると,五〇〇人未満の組合は組合数では九一・〇%を占
めているが,組合員数では二三・二%を占めているに過ぎない。また規模別に二九年の組合員数を二八年
と比較すると,一般に中小規模の組合が減少し,大規模組合が増大した。

一六 組織労働者の男女別分布は,二八年と同様男女それぞれ七七%,二三%で,組合員数は男女とも全く同じ
割合で伸長していたが,組織率では男子が二八年と大差がないのに対して,女子は三ポイントの低下を示し
た。

これは,前に述べたことと関連し女子雇用者の増大が主として製造業,卸売及び小売,金融,保険及び不動産
業などのうちの組織化のおくれた中小規模事業所で行われたためと思われる。

一七 組織労働者の適用法規別分布をみると,国家公務員法,地方公務員法によつて職員の団体として団結の
みを認められている組合員が一二四万(総組合員数に対して二〇・五%),公共企業体等労働関係法,地方公
営企業労働関係法により団結権及び団体交渉権のみを認められているもの九六万人(一五・八%)を占め,労
働組合法適用労働者は三八七万人(六三・八%)である(第四六図,第一九〇表参照)。

この組合員数を法規別に二八年同期と比較すると,地方公務員法適用員数で六万の増加で,公務および教育
において伸長し,労組法五万がこれにつぎ,国家公務員法適用二万,公労法,地公労法それぞれ一万の増加で
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あつた。
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第二部    各 論
六   労使関係
(二)   労働組合組織の現状
(4)   連合団体の動き

一八 労働組合基本調査によつて二九年六月末現在における労働組合連合団体として総評(日本労働組合総
評議会),全労会議(全国労働組合会議),新産別(全国産業別労働組合連合),産別(全日本産業別労働組合会議)
及びその他の全国組合の動きを概観してみよう( まず総評は傘下組合員数三〇〇万を数え,総組織労働者数
の五一・〇%を占めているが,二八年六月末とくらべると二九万減少した。これは日本新聞労働組合連合
(二万六千)の加入や自治労連と自治労協,全駐労と全日駐の一部の合併による増加があつたが,他面,全繊同
盟,海員,全映演などが脱退したことによつている。しかし七月以降の動きとして八月全国紙パルプ産業労
働組合連合会(四万三千),文部省職員組合(一,四〇〇)が加入し,また一二月全日本自動車産業労働組合(二万
八千)が解散したので,年末における総評推定勢力は約三〇二万となつた。第四七図,第一九一表参照)。

第188表 規模別労働組合数及び組合員数
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第189表 男女別労働組合員数及び組織率

第190表 適用法規別労働組合数及び組合員数
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第46図 適用法規別組織労働者数

第47図 加入主要団体別組合員数
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一九 全労会議は総同盟(日本労働組合総同盟),全繊同盟,海員及び全映演などによつて本年四月に結成され,
傘下組合員数六○万にのぼつた。

新産別は四万,産別は一万でそれぞれ構成組合,組合員数ともに二九年六月までは変化なく推移したが,九月
に帝国石油労働組合(五千)が新産別より脱退している。

二〇 また,総評,全労会議,新産別,産別のいずれにも加入しない全国組合は三四組合,組合員九四万で,全繊同
盟の全労加入に伴う全国蚕糸労働組合連合会,全国麻繊維労働組合連合会の分離や全国相互銀行従業員組
合連合会,日本民間放送労働組合連合会などの新設をみ,二八年調査より一二万人の増加を示した。

二一 二九年組合再編に大きな動きをみせたものは,前記の全労会議の発足である。二七年末全繊同盟,海
員,日放労,全映演の四単産総評批判,ついで二八年二月上記四単産に総同盟,常炭連が加わり民労連の結成
をみたが,第四回総評定期大会以後海員の総評脱退をはじめとして全映演,全繊同盟が相ついで脱退した。
二九年に入り,これらの組合は新団体結成の急速な動きを示していたが,四月二三,四日に総同盟,全繊同盟,
海員,全映演によつて全労会議の設立大会が開催され,憲章,運動方針の決定をみた。

二二 二八年調査時に全繊同盟に全繊麻部会として加入していた東洋繊維,中央繊維,帝国製麻等は総評脱退
問題をめぐつて全蚕労連とともに全繊同盟の行き方に批判的態度をとつていたが,二八年下半期より逐次
全繊同盟より脱退し,これら組合が中心となつて本年二月全国麻繊維労働組合連合会を設立し,すでに二八
年全繊同盟を脱退していた全蚕労連とともに総評,全労会議,新産別,産別のいずれにも属しない中立の立場
に立つたが,その後この二組合は全繊加入の繊維数組合とともに繊労協(全日本繊維産業労働組合協議会準
備会)を四月に結成している。

第191表 加入主要団体別組合員数
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二三 また石炭産業においても日鉱と常炭連は二八年以来合同を伝えられていたが,全労会議発足直前に全
炭鉱(全国石炭鉱業労働組合)として発足し,総同盟加入をとおして全労会議に加入している。

さらにまた電気部門においては,二七年電産ストを契機として二八年に電産を脱退した組合員が企業別組
合をつくり,これら組合間に連合団体結成の機運が高まり,その動きは二九年に入つて急速に進展して五月
に電労連(全国電力労働組合連合会)として結成され,電産をしのぐ八万の勢力となつた。 (5)   労働協約の
締結状況

二四 二九年の労働協約締結状況は,駐留軍労務,石炭産業など における組合の合併,製造業,卸売及び小売業,
金融及び保険 業などの組織の伸長と関連して,その締結率,適用率ともに二 八年よりそれぞれ約二ポイン
トの拡大を示した。 すなわち,二九年六月末において組合が当事者となつて協約 を締結している組合およ
び上部組合が締結した協約の適用を受 ける組合は,組合数にして一四,二二六組合(二八年調査より 六八八
組合の増加)で,労組法,公労法,地公労法の協約を締結しうる総組合数二三,四七七組合のうち六〇・七%(二
八年五九・四%)が労働協約を締結し,組合員数については締結能力をもつ組合員四七六万の七三・七%(二
八年七一・六%)にあたる三五一万人が協約の適用を受けている(第四八図及び第一九二表,第一九三表参
照)。

第48図 労働協約締結状況の推移

昭和29年 労働経済の分析



第192表 労働協約の適用をうける組合数及び組合員数
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第193表 産業別労働協約適用労働組合数及び組合員数
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二五 労働協約の規定内容の一般的傾向については,とくに目立つた変化はなかつたが,締結上の問題として
はユニオン・シヨツプ条項が問題とされた事例の多かつたことが注目される。

「完全ユニオン・シヨツプの獲得」はすでに二六年以来主要全国組合の統一協約斗争方針の中でも,主要
な目標の一つとしてとり上げられていたところでおるが,二九年中においては,海員組合が産業別組合とし
てわが国最初のユニオン・シヨツプを獲得したのをはじめとして,私鉄総連傘下の一部組合,全日通,四国電
力等においてこの間題をめぐる紛争を生じ,また証券取引所労組,近江絹糸,山梨中央銀行等のいわゆる盲点
争議においても,ユニオン・シヨツプ制の確立が強く要求されたことが特徴的な現象であつた。

またデフレ政策の一環として失業保険法の適用に関して一時帰休制が採用され,これに伴つて一時帰休に
関する協定の問題がとり上げられたことも本年の新しい問題であつた。 (6)   労使交渉機関
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二六 労働組合基本調査によつて二九年六月末における労使交渉機関の設置状況をみると,労働協約にもと
づく設置数は,一〇,八二五で,二八年と大差ない状態である。

これを機関の種類別にみると,労働条件に関する機関九,六七三(労使交渉機関を有する総組合数に対して八
九%),生産に関する機関四,七五六(四四%),苦情紛争処理に関する機関八,四九八(七九%)となつている。

二七 これを二八年とくらべるとほぼ同数であるが,二五年当時と比較すると,労働条件に関する機関,苦情
紛争処理に関する機関は非常に伸長しているに反し,生産に関する機関は設置数はほぼ同数にとどまり,機
関総数に占める割合は低下している(第一九四表参照)。

第194 労使交渉機関を有する組合数

二八 労使交渉機関については,従来組合側は,おおむね経営民主化のため労使代表をもつて経営協議会を設
置することを主張していたのに対し,一方使用者側は日経連労働協約基準案の中で「経営協議会的機関は
原則として廃止し,必要があれば労使懇談会として設け,その性格を明確にする」といつているごとく,労使
それぞれその主張が相反していたが,二九年上半期においては経営参加の形において一般に取り上げられ
た。

これは一面において西独における経営参加諸法令及びその実施状況が国内に紹介されたことにもよるが,
他面緊縮政策による企業経営上の困難打開策として労使それぞれの立場から提唱されたものといわれて
いる。すなわち,三井鉱山の人員整理をめぐつて三鉱連の長期かつ強力な争議が行われ,労使ともに多くの
損害を受けたが,組合側は争議終了後,企業の枠内斗争は限界に達したとの批判を行い,経営方針の変革を要
求する経営参加の方針を打出し,五月における定期大会では経営の民主化の項を確認した。また使用者側
においても組合の経営参加について関心を示し,経営参加問題の提起となつた。

二九 この動きは三鉱連,電産,国鉄等の定期大会において論議の上大会決定運動方針にとり上げられたが,
総評は第五回大会において「経営陣に労働者がはいつたり共同責任を負うような経営参加は,現在の労使
関係の実態からは資本家のとりことなるおそれが充分あり,これに反対する。しかし,大衆斗争の前段階と
して行われる労使協議会における経理の公開,人事の監視,事業の社会化への発言はこれを発展さすべきで
ある」という運動方針を決定し,また全労会議においては「わが国経済を健全化するために必須の条件」
として経営参加に対する基本線を出すなど,組合間においても方針を異にし,相当進展するかにみえた動き
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も,二九年下半期においては具体化はみられなかつた。
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(1)   労働争議の件数,参加人員及び労働損失日数

三〇 二九年中の労働争議は民間産業における全国組合については従前に比して長期化した争議は少なか
つたが,これに代つて公労協を中核とする官公労の賃上げ斗争が行われ,またデフレ経済の下に続発する賃
金不払,解雇などに反対する中小企業の争議が多かつた。そのため参加人員は同盟怠業を除いて減少し,ま
た件数は総争議(争議行為を伴つた争議および争議行為を伴わないが第三者が関与した争議)では若干減少
したが,争議行為を伴つた争議は増加した。

三一 これを労働争議の件数についてみると,総争議の件数は一,二四七件で,二八年より三〇件減少してい
るが,争議行為を伴つたものの件数は七八〇件で,前年より一八件増加して二四年以来の最大を示し,そのう
ち,同盟罷業および同盟怠業の件数が二四年以来最高となつている。これは,後述の規模別分布により明か
なとおり参加人員の少ない争議が増加したことにもとづくものである(第四九図,第一九五表及び第一九六
表参照)。

第49図 労働争議件数及び参加人員
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第195表 労働争議件数及び参加人員
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第196表 争議型態別労働争議件数及び参加人員

三二 つぎに参加人員についてみると,総争議の参加人員二六四万人は二四年以来の各年とくらべると,二五
年についで少なくなつているが,争議行為を伴うものの参加人員一五五万人は,二七,二八年よりは少ない
が,二四年当時とくらべると増加している。これは,同盟怠業の参加人員が顕著に増加しているためであり,
同盟罷業の参加人員では二四年より減少を示している。

このように二九年の労働争議は,一般経済情勢を反映して参加人員の多い争議が少なかつた反面,中小企業
における解雇反対,解雇休業手当要求などの争議が多かつたとみることができよう。

三三 これを経済安定計画が実施され,企業整備があいついで発生した二四年の数字とくらべると,総争議で
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は件数,参加人員ともに減少しているにもかかわらず,争議行為を伴つた争議はいづれも大巾に増加してい
る。これは,その増加が同盟怠業における増加であることから明かなごとく,二四年には公務員及び公共企
業体職員の争議行為が少なかつたのに比し,二九年には遵法斗争,超勤拒否,賜暇斗争という形で争議が行わ
れ,年初より国鉄の首切り反対斗争,期末手当斗争,夏季一時金斗争,秋季年末斗争と,年間において官公労の
争議が大きな比重をもつていたためである。

三四 また,作業停止労働争議によつてもたらされた労働損失日数は三八四万日で,戦後最低といわれた二八
年をさらに四四万日下廻つた。しかし,この労働損失日数を同盟罷業によるものと,工場閉鎖によるものに
わけてみると,工場閉鎖による損失日数は,尼鋼(同盟罷業による損失日数三六,七八八日,工場閉鎖による損
失口数三三,五三七日)近江絹糸(同一三八,一九六日,同六四四,三三一日),日鋼室蘭(工場閉鎖による損失日数
四○○,六七七日)など長期かつ大規模の工場閉鎖が行われたことを反映して,一一八万日に達し,戦後最高
といわれた前年の四三万日の約三倍近くを記録し,全損失日数の三一%に達した。これに対し同盟罷業に
よる損失日数は,二六六万日に過ぎず,前年より約一一九万日下廻つている(第一九七表参照)。

第197表 作業停止労働争議件数,参加人員及び労働損失日数
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三五 このように労働損失日数が二八年とくらべて少なくなつているのみでなく,二四年当時にくらべても
大巾に減少しているのは,前述のごとく,二九年の争議においては,官公労の遵法斗争,超勤拒否など怠業に
分類される行為が多かつたこと,他方民間においては争議による組合側の損失を最少限にとどめるべく組
合側の戦術として部分スト,時限ストを行つたことなどがあげられる。

(注)争議統計においては四時間未満の同盟罷業または工場閉鎖は,同盟怠業に分類される。

三六 労働争議の月別の推移をみると,総争議は,一,二月九〇件台で,参加人員も少なかつたが,春季斗争のば
じまつた三月より件数,参加人員ともに増加し,公労協が調停申請をした九月には参加人員が急増してい
る。また,年末斗争の行われた一二月は件数三四八件を記録し,一カ月当りの争議件数としては戦後最大で
あつた。
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作業停止労働争議としては,四,五,六月(春季斗争),九月(全駐労スト),一一,一二月(年末斗争)の参加人員が多
くなつているが,損失日数の方は,長期にわたる工場閉鎖による損失日数が多かつたため,三月に増加したの
ち九月まで次第に増加の傾向をみせ,例年低落する八月にも減少をみせず一〇月にいたつてはじめて減少
したが,一一月,一二月は年末斗争のため,再び増加した。

なお,一二月の作業停止労働争議は一七四件を記録し,これは一カ月当りの件数としては戦後最高であつ
た。
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(2)   産業別,規模別にみた労働争議状況
(イ)   産業別の動き

三七 二九年の労働争議を産業別にみると,総争議参加人員二六四万人のうち半数以上にあたる一四四万人
が運輸通信及びその他の公益事業によつて占められている。これは,前述のごとく,国鉄,全逓,全電通など
官公労の中核をなす組合の秋季年末斗争および電産,電労連が賃金増額,土曜半休制を要求して中労委関与
となつたことなどにもとづくものである。

このうち,国鉄は主として遵法斗争と超勤拒否を戦術とし,電産及び電労連はスト規制法等の影響をうけて
争議行為を伴う争議が少なく,加えて本年は二八年において統一的な斗争を展開した全日通も争議行為を
伴わなかつたが,一方私鉄が戦後最大のストを行い,全逓,全電通が賜暇斗争を行つたので,作業停止労働争
議の参加人員は三三万人に達し,労働損失日数も前年より約五万日増加して,七九万日を数えた。

三八 製造業における総争議の参加人員は七〇万人で,前年より一八万人減少している。作業停止労働争議
の参加人員も二九万人で昨年の約三分の二に過ぎないが,尼鋼,近江絹糸,日鋼室蘭など長期にわたる工場閉
鎖が行われたため,工場閉鎖による損失日数は一一七万日(製造業全体の損失日数の五八%)を記録した。し
たがつて損失日数を産業中分類別にみると,紡織,機械において大巾に増加している以外は,ほとんど低下し
ており,とくに化学,輸送用機械器具の減少が著るしい。

三九 鉱業における総争議の参加人員は二一万人(前年五五万)で,作業停止労働争議の参加人員も,これに伴
つて減少しているが,とくに顕著なのは労働損失日数の減少である。これは炭労が二七年の秋季斗争以来
斗争戦術に転換をみせ,組合側の損失をなるべく少なくするために,春の賃上斗争においては運搬部門スト,
秋季斗争においては一社重点ストという形をとつた結果であると考えられる。

四〇 このほか注目すべきは,金融,保険及び不動産業の損失日数が銀行スト,証券取引所のストを反映して
二八年より二万七千日増加して三万二千日に達したこと,公務における争議参加人員が五万三千人で,その
うち三万人は作業停止を行い,三万五千日の損失日数をもたらしたことなどであつた(第五〇図,第五一
図,第一九八表及び第一九九表参照)。
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(2)   産業別,規模別にみた労働争議状況
(ロ)   規模別の動き

第198表 産業別組織労働者数,労働争議件数,参加人員及び労働損失日数
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第50図 産業別雇用者数,組織労働者数及び争議参加人員(昭和29年)
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四一 二九年中に発生した労働争議を参加人員の規模別にみると,一～九九人の規模の争議が,総争議では五
七三件(総発生件数の四八%),争議行為を伴う争議では三四一件(同四四%)で,いずれも,二七,二八年よりも
増加している。

一〇〇人以上の規模の争議は大体において,総争議,争議行為を伴なうものいづれも前年と大差なく,結局本
年における件数の増加は九九人以下の規模において増加したものと考えられる。

これは争議の参加人員の規模であるため,部分ストなどのことを考慮すると直ちに結論づけることはでき
ないが,中小企業に対するデフレの影響と,それを契機とした組織の進展を考え合わせると,中小企業におけ
る労働争議が増加したことがかなり影響しているのではないかと考えられる(第五二図及び第二〇一表参
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照)。

第199表 産業別雇用者数,組織労働者数及び労働争議参加人員

第51図 産業別労働損失日数(前年二,二八八人),作業停止労働争議
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四二 したがつて一件当りの争議の参加人員も,総争議二,一一三人(前年二,六六一人),争議行為を伴うもの
一,九八三人一,四三四人(前年二,一九五人)で争議の規模は全般的に縮少している(第二〇〇表参照)。
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(3)   要求事項別労働争議

四三 二九年中に発生した労働争議一,一九五件の要求事項をみると,緊縮政策の実施に伴い,倒産,人員整理,
賃金遅欠配等が増大したことを反映して,消極的要求の増加が著るしく,前年は二四八件であつたが本年は
四二八件(要求事項総数の二五%)に達した。

一方,積極的要求は前年は一,〇五七件であつたが本年は九九九件(同五九%))で若干減少したとはいえ,予想
されたほど大巾な減少はみせなかつた。

(注)二七年以前は,解雇休業手当の支給及び退職金制度の確立及び増額が一項目に集計されており,積極,消
極に分けることができないため,年別比較の場合には,二八年及び二九年の数字もその他の中に含まれてい
る。

第52図 規模別労働争議件数及び参加人員
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四四 これを二四～二五年当時,消極的要求が要求事項総数の約四〇%を占め,積極的要求は三〇%前後に過
ぎなかつたのにくらべると,二九年は消極的要求の比率が二七,二八年より高くなつたといいながらも,まだ
絶対数においても,比率においてもドツジ・ライン下の二四～二五年より少ない。これは緊縮政策下にあ
つた二九年の争議が防衛斗争としての性格をもつていた反面,政治斗争をからめた賃上げ斗争も比較的活
溌に行われ,また近江絹糸,証券取引所,銀行などの注目すべき争議もみられ,さらに,中小企業においても組
合結成の気運が進展し,デフレによる苦境に対して労働協約の締結,労働条件の確保等を要求する争議がふ
えそいるためである。

四五 要求事項を各項目別にみると,1)組合の承認または組合活動を要求する争議は,二一年の六〇件以来年
年少なくなり,二四年には皆無となつたが,その後再び増加して二九年には三〇件に達したこと 2)賃金増
額,臨時給与金を要求する争議が,少くなつたとはいいながらも二四～二五年当時よりは多いこと,3)労働時

昭和29年 労働経済の分析



間の変更,休暇・休日に関する要求,福利厚生施設など労働条件の改善を要求する争議が僅かながら一様に
増加していること,4)上半期に問題になつた経営参加の動きを反映して,経営参加を要求する争議が一三件
みられたこと,5)消極的要求のうちでは,解雇反対,解雇者の復職を要求する争議が最も多く,賃金定期支払
を要求するものがこれについでいること,4)二七年の労斗スト,二八年のスト規制法反対などのような政治
ストがみられなかつた反面,賃上ストがMSA反対などの政治的要求と結びついていたこと,などが二九年の
争議の要求にみられた特徴であつた(第二〇二表参照)。

四六 消極的要求を産業別にみると,多かつたのは石炭鉱業,紡織,機械,陸運業である。石炭鉱業においては,
賃金定期支払がもつとも多く,賃金減額反対がこれについでおり,紡織,機械,陸運業においては,解雇反対,解
雇者の複発生件数及び参加人員職要求がもつとも多い。これらの産業においては,デフレの影響をもつと
も強くうけるとともに,これに対する労働者の反対が展開されたことを示している(第二〇三表参照)。

第200表 1件当り争議参加人員
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(4)   労働争議の解決状況

四七 二九年中に解決した争議の継続期間をみると,五日以下の争議は減少し,三一日～一〇〇日,一〇一日
以上におよぶ長期の争議が増加している(第二〇四表参照)。

また,二九年中に解決した争議のうち,作業停止を伴つた六二〇件について作業停止の日数をみると,賃上
げ,一時金を要求する争議は一般に短期間のものが多く,これに対し人員整理反対等を要求する争議は長期
のものがみられ,全般的に争議はやや長期化している。すなわち,一〇日以下の短期のものの件数は実数に
おいては増加しているが,総数に対する比率においては減少を示し,参加人員は,実数,比率ともに減少しで
いる。また,三一日以上の長期のものは件数においては実数,比率ともに増加を示し,参加人員はいづれも減
少している(第二〇五表参照)。

四八 争議の解決方法をみると,解決総件数一,一九一件のうち当事者直接交渉によつて解決したものは五
二%を占め,この比率は二四年以来年年増加している。また争議の経過中に労働委員会が関与した場合は
多いが,ここに用いている数字は,争議の解決時点においてとらえているため,労働委員会が関与して解決し
たものは三四%であつて年年減少する傾向をみせている(第二〇六表参照)。

第201表 規模別労働争議 労働争議発生件数
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第202表 要求事項極別労働争議発生件数
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第203表 産業及び積極消
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第204表 継続期間別労働争議解決件数及び参加人員
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第205表 継続期間別作業停止労働争議解決件数及び参加人員
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第206表 解決方法別労働争議解決件数及び参加人員
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第二部    各 論
六   労使関係
(三)   労働争議の状況
(5)   不当労働行為申立状況

四九 二九年中に地労委及び中労委に審査申立のあつた不当労働行為は四四五件で,前年より四九件増加し
た。これば二五年の五九一件にくらべると,なおおよばないが,二五年当時は組合申立よりも個人申立が圧
倒的に多く,同一事件に関し異つた個人が申立をしたことなどを勘案すると,実質的には開きはこれよりも
少なくなるであろう。しかし二六年ごろに～らべると,不当労働行為の申立件数は次第に多くなつてきて
いる(第二〇七表参照)。

五〇 不当労働行為の申立の内容を労働組合法第七条の項目別にみると,経済安定計画のもとて企業整備の
行われた二四年,レツド・パージの行われた二五年当時は,申立事件の大部分が主として組合活動等を理由
とする不利益取扱に関する第七条一号に集中し,したがつて申立人も個人申立が多かつたのに対して,最近
では,第七条一号該当事件が依然として首位をしめているが,総発生件数に対する割合では漸次低下を示し,
これに対して,団体交渉拒否に関する第七条二号,組合運営等に対する支配介入に関する三号該当事件が,絶
対数においても比率においても増加を示している。したがつて申立人も組合申立が増加しつつある(第二
〇八表参照)。

五一 二九年中の不当労働行為の申立を産業別にみると,もつとも多かつたのは機械,紡織となつており,一
般に消極的争議の多く発生した産業において多く発生しているとみることができる。これについで商業
及び金融が多いが,これはこの部門において二九年中,活溌な組合活動が展開されたこととともに注目され
る。

第207表 申立人別不当労働行為申立件数
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五二 なお,申立のあつた不当労働行為の審査結果をみると,二九年中に取扱を開始した五七九件のうち,和
解または自発的に申立を取下げたものが,三七三件で大部分を占め,命令のあつたものは七六件にすぎな
い。

七六件の内わけをみると,全部救済が二一件,一部救済が一八件,棄却が二七件となつている(第二〇九表参
照)。

第208表 該当項目別不当労働行為申立件数

昭和29年 労働経済の分析



第209表 審査結果別不当労働行為申立件数
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